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円高 ・デ フ レ対応 緊急経 済 対策

(経済対策(ス テップ2)に 対する 「提言」)

政策調査会長 玄葉光一郎

成長戦略 ・経済対策PT座 長 直嶋正行

1.基 本 的な考 え方

○厳 しい 国民生活 を踏 ま え、可及 的速 や か に経 済対 策 の策 定 ・補 正予算

の編成 を進 め る。

○単 に対策 に とどま る こ とな く、将来 を見据 えた 「戦略 」の一環 とす る。

そ の観 点 か ら 「新成 長 戦略 」 の前倒 し実施 に取 り組 む。

○柱 立 て は総理 指示 に基 づ く5本 柱 を基本 とす る。

○国民新 党 、社 民党 の意 見 を十 分 に受 け止 め、野 党 の 「共 同 申入 れ」 を

踏 ま えた もの.

2.(1)予 算措 置 に よる経 済活性化 篁

① 雇 用 ・地 域 につ なが る(地 域活 性化 、社 会 資本 整備 、 中小企 業対 策)

3.0兆 円程 度 ・地方 交付税 特会 繰入 を除 く と1.7兆 円程 度

地域 経済 、 中小企 業 を巡 る環境 は引 き続 き厳 しい状況 にあ る。 いずれ

も我 が 国の産業 ・社会 を支 え る基盤 で あ り、そ の衰退 は国全体 の衰 退 に

っ なが りかね ない。地 域経 済 、 中小企 業 の再生 に 向 けて 大胆 な取 り組 み

が必要 で ある。

〈対策 と して講ず べ き事項 〉

○羽 田な どの基幹 空港 、 ミッシ ング リンクの解 消 な どの戦 略的 な社会 資

本 の整 備



○地域活性化交付金

○学校等の耐震化加速

○ゲ リラ豪雨対策の推進

0中 小企業の技術開発 ・知財対策 ・海外進出支援

0中 小企業の人材育成支援

○中小企業の創業 ・転業支援

○中小企業の金融対策

○観光地における電線地中化、外国語表示推進を含めた観光振興 ・国内

旅行活性化策

○自給率向上に向けた農業農村整備

○異常気象対策など食料の安定供給に向けた取組の支援

○森林 ・林業再生プランの実現

○農山漁村の6次 産業化の推進

○ 口蹄疫対策

○海上保安体制の重点整備 等

② 成 長 につ なが る(新 成長 戦略 の推進 ・円高 メ リッ トの活 用)

0.4兆 円程度

ステ ップ2の 経 済対 策 を単 に足下 の経 済 状況 に対す る対 応策 に とどま

らせ る こ とな く、活 力 ある 日本 経済 の再 生 に向 けた戦 略 の一 環 とす るた

め に、新成 長戦 略 の前倒 しを図 る。 ま た現 下 の 円高 の影 響 の うち メ リッ

トとな る部分 を戦 略的 に活用 し、 レア アー ス をは じめ とす る資源確 保や

システ ム ・イ ン フラ輸 出 を強力 に推進 す る。

〈対 策 として講ず べ き事 項 〉

○権 益獲 得 、 リサイ クル 基 地整備 、代替 品開発 な どの レアアー ス対策

○研 究開発 プ ロジ ェ ク トの加 速 ・研 究 開発拠 点 の強化 等 に よるイ ノベ ー

シ ョンの加 速



○ グ リー ン ・ライ フ をは じめ と したイ ノベ ー シ ョン拠 点 立地補助 等 の国

内投資促 進

○ ア ジア拠 点化 の推進

○ システ ム ・イ ンフ ラ輸 出等 の分 野 にお け る金融 支援 、戦 略 的M&Aの

推進 な どの円高 メ リッ トを活用 した成 長 戦略

○ 「国家 ファ ン ド」創設 の検 討 、JBIC融 資 を含 め外 為 特会 の効率 的 な活

用 に よる運用 先拡 大

○公 共交通 等 の グ リー ン化

○低炭 素社 会 を実現す るた めの 中小 トラ ック事業者 へ の支援

○デ ジタル 教科 書 の利 用等 「学 び のイ ノベ ー シ ョン事 業」

○住 宅エ コポイ ン トの対象拡 充

○家 電エ コポイ ン トの積 み増 し

○住 宅用太 陽光 パネル の設置 補助 等

③ 安 心 にっ なが る(子 育 て 、医療 ・介護 ・福 祉 等)=1.1兆 円程 度

社会保 障 に対す る公 的支 出 を 「負 担」 で はな く、 国民 の安 心感 を高 め

る 「投 資」 として とらえ る と共 に、関係 す る産 業 を 「成 長産 業」 と して

と らえ、潜 在需 要 を掘 り起 こす こ とに よって雇 用 を拡大 す る。

ま た我 が国 の重要 な課題 で あ る現役 世代 の減 少 の 中で一定 の労働 力 を

確 保 す るた め には女性 の社 会進 出が重 要 で あ り、 特 に出産後 の女性 の就

業 率が低 下す る 「M字 カー ブ」 の解消 に対 す る取 り組 み を本格 的 にス タ

ー トさせ る
。

〈対策 として講ずべき事項〉

○ 「安心こども基金」の積み増 し

○ 「妊婦健康診査支援基金」の延長 ・積み増 し

○子宮頸ガンの予防接種等の促進

○ 「地域医療再生基金」の積み増 し



○研究開発プロジェク トの加速等ライフイノベーションの促進

○医工連携による医療機器開発促進

○地域の高齢者のための24時 間地域巡回型訪問サービス等の支援

0介 護グループホーム防災事業

○高齢者医療制度の負担軽減措置

○貧困 ・困窮者 ・生活保護等による生活支援

ODV防 止対策及びDV被 害者支援の充実

○自殺対策 ・うつ病に対する支援体制の整備強化 等

④ 人 につ な が る(人 材 育成):0.3兆 円程 度

昨秋 以来 、マ ク ロ経 済 は改 善の 兆 しを見せ て い るものの、 高水準 の失

業率 が続 くな ど雇 用状 況 は極 めて厳 しい。雇 用 はす なわ ち、 国民生活 に

直結 す る もので あ り、来春 の新 卒者 の就職 支援 を含 めて 、 さ らな る対策

を講 じる必 要 が あ る。

〈対策 として講ずべき事項〉

○緊急人材育成 ・就職支援基金の積み増 し

○成長分野等雇用支援対策

○重点分野雇用創出事業の積み増 し ・拡充

○地域の雇用創出に資す る国会図書館のデジタル ・アーカイブ化

○中小企業を中心とする企業 と学生の ミスマ ッチ解消

○新卒者支援対策

○雇用調整助成金の要件緩和 等

(2)対 策の規模

本経済対策 を実施するための補正予算の規模は、地方交付税交付金繰

入れを含めれば4.8兆 円以上が必要である。



2。(2)制 度 ・規制 改革 に よる経 済活性化 策

民 間の活力 を引 き出 し、経済 の活 力 を高 め る制度 ・規制 改 革 は成 長

戦 略 の 中心 的 な課題 であ り、積極 的 な取 り組 み が必 要 で あ る。

〈早期に講ずべき事項〉

○金融政策(日 銀との密接な連携、金融市場改革、中小企業金融)

○ 「国家ファンド」創設の検討、JBIC融 資を含め外為特会の効率的な活

用による運用先拡大

OEPA・FTAの 推進(国 内改革 との一体的推進)

○幼保一体化の実現

○子 ども子育てサービスへの多様な事業主体の参入促進

(株式会社に対する社会福祉法人会計適用、配当制限、運営費の使途制

限の見直しなど(通 達改正))

○再生可能エネルギーの普及促進

○住宅のグリーン化に向けた建築基準法の見直 し

○ゼロエ ミッション住宅の普及促進(住 宅のグリーン化)

○工場立地に関わる手続きのワンス トップ化(企 業立地の促進)

○ 審判制度廃止 と独 占禁止法による企業結合規制の抜本的見直 し(企 業

の競争力強化)

○ 官公需法による中小企業受注目標の徹底(申 小企業支援)

045フ ィー トコンテナ導入に向けた諸規制見直 し(港 湾の競争力強化)

○地域発コンテンツの振興(地 域資源活用)

○地域の食材活用のための食品安全基準の見直 し(地 域資源活用)

○予算事業の使い勝手改善のための運用改善(対 策効果の拡大)

等

なお 、年末 の税制 改正 に向 けて、法人 実効 税率 の引 き下 げ を積 極 的 に

検 討す べ きで ある。



また 、PDCAサ イ クル を重視 す る観 点 か ら、雇用 ・需 要 の創 出効 果 の

検 証 な ど進捗 管理 を行 うべ きで あ る。

以上


